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参考資料

日本の研究開発システム全体俯瞰 （素案） 【研究資金】 H16年度

約11千億円

大学等 基研

大学等の約54％
基礎研究の約50％

約7千億円
大学等応研 大学等の約37％

応用研究の約20％

約4千億円
公研等 基研 公研等の約25％

基研の約18％

約5千億円
公研等 応研 公研等の約32％

応研の約14％

約8千億円 公研等 開研 公研の約44％ 開研の約8％

約7千億円
企業 基研
企業の約6％

基礎研究の約32％
約23千億円

企業 応研
企業の約19％

応用研究の約66％

約88千億円

企業 開研
企業の約75％

開発研究の約90％

大学等

企業

公的研究

機関等

科学的な基本

原理・現象の

発見

原理・現象の

定式化

1 2

技術ｺﾝｾ

ﾌﾟﾄの確認

（POC)

研究室レ

ベルでの

テスト

想定使用

環境での

テスト

実証・ﾃﾞﾓ

ﾝｿﾄﾚｰｼｮ

ﾝ

実用環境での

システム・プロ

トタイプデモ

3 4 5 6 7

システムの完成、有効性確認
事業化/

既存の材料、装置、製品、システム、工程等の改良

8 9

基礎研究
（約14%: 22千億円）

応用研究
（約23%: 36千億円）

開発研究
（約63%: 98千億円）

Technology

Readiness Level
（TRL） 注1

知財戦略/

ビジネスモデル改良
/市場規模拡大

約2千億円 大学等 開研 大学等の約9％ 開発研究の約2%

研究費総額

注1  TRLについては、経産省資料、EU資料に内閣府加筆

注2 研究費（自然科学系のみ）は平成16年度実績 総務省 平成17年科学技術研究調査結果
大学等は全数を対象、企業は約13,000と公的機関等は約1,000を抽出し、大学は全数の回答、企業は約79％、公的機関等は約99％の回答率
企業は、経済センサス等をベンチマークとして推計

企業から公的研究機関等への

研究費：約 7 百億円

企業から大学等への

研究費：約 8 百億円

海
外

約10億円

約20億円

約400億円

約20千億円

約17千億円

約119千億円


